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北九門公告第１８号 

 住民基本台帳法（昭和４２年法律第８１号）第１１条第３項の規定に基づき

、平成３０年度中における門司区の住民基本台帳の一部の写しの閲覧請求者に

ついて、次のとおり公表する。 

  令和元年１２月１２日 

                     門司区長 上 田 伸 一  

当該請求をした

国又は地方公共

団体の機関の名

称 

請求事由の概要 閲覧の年月

日 

閲覧に係る住民の

範囲 

防衛省 自衛官等募集に関す

る広報宣伝 

平成３０年

５月１４日

及び５月１

５日 

区内全域 

北九州市 平成３０年国民健康

・栄養調査 

平成３０年

８月２８日

吉志六丁目 
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北九門公告第１９号 

 住民基本台帳法（昭和４２年法律第８１号）第１１条の２第１２項の規定に

基づき、平成３０年度中における門司区の住民基本台帳の一部の写しの閲覧申

出者について、次のとおり公表する。 

  令和元年１２月１２日 

                     門司区長 上 田 伸 一  

閲覧申出者 利用目的の概要 閲覧の年月

日 

閲覧に係る住民の範

囲 

一般社団法人中

央調査社 会長 

 大室真生 

（共同申出者） 

日本放送協会放

送文化研究所 

世論調査部長 

吉田理恵 

日本人の意識調査 平成３０年

５月２９日 

大字伊川 

一般社団法人新

情報センター 

事務局長 平谷

伸次 

（共同申出者） 

内閣府 経済社

会総合研究所 

所長 西崎文平 

消費動向調査 平成３０年

６月１日 

奥田二丁目、奥田三

丁目、大里桜ケ丘及

び大里戸ノ上四丁目

一般社団法人中

央調査社 会長 

大室真生 

第１１回メディア

に関する全国世論

調査（公益財団法

人新聞通信調査会

からの委託） 

平成３０年

７月４日 

泉ケ丘 

一般社団法人中

央調査社 会長 

大室真生 

子供の性被害防止

対策に関する世論

調査（内閣府から

の委託） 

平成３０年

７月４日 

新原町及び大里桃山

町 

一般社団法人中 「第８回日常生活 平成３０年 上馬寄三丁目及び緑
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央調査社 会長 

 大室真生 

に関するアンケー

ト」調査（株式会

社野村総合研究所

からの委託） 

７月５日 ケ丘 

株式会社日本リ

サーチセンター 

 代表取締役社

長 鈴木稲博 

（共同申出者） 

認可法人日本銀

行 情報サービ

ス局 局長 中

川 忍 

生活意識に関する

アンケート調査（

第７６回） 

平成３０年

８月２３日 

上藤松一丁目及び上

藤松二丁目 

一般社団法人中

央調査社 会長 

大室真生 

再犯防止対策に関

する世論調査（内

閣府からの委託） 

平成３０年

９月５日 

羽山一丁目 

一般社団法人中

央調査社 会長 

大室真生 

ＮＰＯ法人に関す

る世論調査（内閣

府からの委託） 

平成３０年

１０月３日 

吉志四丁目 

株式会社日本リ

サーチセンター 

 代表取締役社

長 鈴木稲博 

（共同申出者） 

大学共同利用機

関法人情報・シ

ステム研究機構

統計数理研究所 

 所長 樋口知

之 

日本人の国民性 

第１４次全国調査 

平成３０年

１０月４日 

新原町 

一般社団法人新

情報センター 

事務局長 平谷

伸次 

平成３０年度消費

者意識基本調査（

消費者庁からの委

託） 

平成３０年

１０月５日 

吉志新町三丁目 
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株式会社日本リ

サーチセンター 

代表取締役社

長 鈴木稲博 

高齢者の住宅と生

活環境に関する調

査（内閣府からの

委託） 

平成３０年

１０月１６

日 

吉志六丁目及び吉志

七丁目 

一般社団法人中

央調査社 会長 

 大室真生 

老後の生活設計と

公的年金に関する

世論調査（内閣府

からの委託） 

平成３０年

１０月１７

日 

大字大里及び大里桜

ケ丘 

一般社団法人新

情報センター 

事務局長 平谷

伸次 

（共同申出者） 

日本放送協会放

送文化研究所 

世論調査部長 

吉田理恵 

メディア接触と政

治についての調査 

平成３０年

１０月２３

日 

上馬寄一丁目 

一般社団法人輿

論科学協会 理

事長 大宮泰三 

平成３０年通信利

用動向調査（総務

省からの委託） 

平成３０年

１１月８日 

奥田四丁目、奥田五

丁目、大字畑、新原

町及び柳町一丁目 

一般社団法人中

央調査社 会長 

 大室真生 

平成３０年度土地

問題に関する国民

の意識調査（国土

交通省からの委託

） 

平成３０年

１２月１１

日 

社ノ木一丁目及び社

ノ木二丁目 

一般社団法人中

央調査社 会長 

 大室真生 

社会意識に関する

世論調査（内閣府

からの委託） 

平成３０年

１２月１９

日 

青葉台及び上藤松三

丁目 

一般社団法人中

央調査社 会長 

 大室真生 

働き方とライフス

タイルの変化に関

する全国調査２０

１９（国立大学法

人東京大学からの

委託） 

平成３０年

１２月２０

日 

大里東一丁目から大

里東五丁目まで 
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一般社団法人中

央調査社 会長 

 大室真生 

就業と生活につい

て（学校法人慶應

義塾大学からの委

託） 

平成３１年

１月１７日 

大里戸ノ上一丁目か

ら大里戸ノ上四丁目

まで及び大里原町 

一般社団法人中

央調査社 会長 

 大室真生 

平成３０年度「国

語に関する世論調

査」（文化庁から

の委託） 

平成３１年

１月２８日 

寺内一丁目 

一般社団法人中

央調査社 会長 

 大室真生 

２０１９年度 生

活保障に関する調

査（公益財団法人

生命保険文化セン

ターからの委託） 

平成３１年

２月２０日 

大里本町一丁目から

大里本町三丁目まで
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北九北公告第６４号 

 住民基本台帳法（昭和４２年法律第８１号）第１１条第３項の規定に基づき

、平成３０年度中における小倉北区の住民基本台帳の一部の写しの閲覧請求者

について、次のとおり公表する。 

  令和元年１２月１２日 

                    小倉北区長 北 里 勝 利  

当該請求をした

国又は地方公共

団体の機関の名

称 

請求事由の概要 閲覧の年月

日 

閲覧に係る住民の

範囲 

防衛省 自衛官等募集に関す

る広報宣伝 

平成３０年

５月１４日

及び５月１

５日 

区内全域 
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北九北公告第６５号 

 住民基本台帳法（昭和４２年法律第８１号）第１１条の２第１２項の規定に

基づき、平成３０年度中における小倉北区の住民基本台帳の一部の写しの閲覧

申出者について、次のとおり公表する。 

  令和元年１２月１２日 

                    小倉北区長 北 里 勝 利  

閲覧申出者 利用目的の概要 閲覧の年月

日 

閲覧に係る住民の範

囲 

株式会社日本リ

サーチセンター

 代表取締役社

長 鈴木稲博 

家計の金融行動に

関する世論調査（

金融広報中央委員

会からの委託） 

平成３０年

５月７日 

三萩野二丁目 

株式会社日本リ

サーチセンター

 代表取締役社

長 鈴木稲博 

（共同申出者）

日本放送協会放

送文化研究所 

世論調査部長 

吉田理恵 

情報とメディア利

用に関する世論調

査２０１８ 

平成３０年

５月２４日 

上富野四丁目 

一般社団法人中

央調査社 会長

 大室真生 

テレビ視聴に関す

る調査（株式会社

野村総合研究所か

らの委託） 

平成３０年

５月２９日 

及び１１月

１５日 

三郎丸二丁目、三郎

丸三丁目及び都二丁

目 

一般社団法人中

央調査社 会長

 大室真生 

国民生活に関する

世論調査（内閣府

からの委託） 

平成３０年

５月３０日 

神幸町及び須賀町 

一般社団法人中

央調査社 会長

 大室真生 

国民生活に関する

郵送世論調査（内

閣府からの委託） 

平成３０年

５月３０日 

泉台三丁目 

一般社団法人新

情報センター 

事務局長 平谷

犯罪に対する不安

感等に関する調査 

（公益財団法人日 

平成３０年

７月２３日 

中井三丁目 
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伸次 工組社会安全研究

財団からの委託） 

一般社団法人中

央調査社 会長

 大室真生 

地域の暮らしに関

する意識調査（日

本放送協会からの

委託） 

平成３０年

８月２０日 

金田一丁目及び田町

一般社団法人中

央調査社 会長

 大室真生 

（共同申出者）

日本放送協会放

送文化研究所 

世論調査部長 

吉田理恵 

２０１８年１０月

東京オリンピック

・パラリンピック

に関する世論調査 

平成３０年

８月２０日 

霧ケ丘一丁目 

株式会社日本リ

サーチセンター

 代表取締役社

長 鈴木稲博 

（共同申出者）

大学共同利用機

関法人情報・シ

ステム研究機構

統計数理研究所

 所長 樋口知

之 

日本人の国民性 

第１４次全国調査 

平成３０年

１０月４日 

下富野三丁目 

株式会社日本リ

サーチセンター

 代表取締役社

長 鈴木稲博 

（共同申出者）

日本放送協会放

送文化研究所 

世論調査部長 

吉田理恵 

１１月全国個人視

聴率調査 

平成３０年

１０月４日 

砂津二丁目 
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一般社団法人新

情報センター 

事務局長 平谷

伸次 

平成３０年度青少

年のインターネッ

ト利用環境実態調

査（内閣府からの

委託） 

平成３０年

１０月５日 

黒原一丁目から黒原

三丁目まで 

一般社団法人新

情報センター 

事務局長 平

谷伸次 

平成３０年度消費

者意識基本調査（

消費者庁からの委

託） 

平成３０年

１０月５日 

赤坂二丁目 

一般社団法人中

央調査社 会長

 大室真生 

（共同申出者）

日本放送協会放

送文化研究所 

世論調査部長 

吉田理恵 

メディア利用動向

調査 

平成３０年

１０月１５

日 

金鶏町 

一般社団法人中

央調査社 会長

 大室真生 

高齢化社会におけ

る製品安全に関す

る課題調査（経済

産業省からの委託

） 

平成３０年

１０月１５

日 

井堀三丁目 

一般社団法人中

央調査社 会長

 大室真生 

老後の生活設計と

公的年金に関する

世論調査（内閣府

からの委託） 

平成３０年

１０月１７

日 

井堀一丁目 

株式会社ＲＪＣ

リサーチ 代表

取締役 佐野耕

太郎 

成年年齢の引下げ

に関する世論調査

（内閣府からの委

託） 

平成３０年 

１１月７日 

金田一丁目 

一般社団法人新

情報センター 

事務局長 平谷

伸次 

消費動向調査 平成３０年

１１月９日 

木町二丁目及び新高

田一丁目 
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（共同申出者）

内閣府 経済社

会総合研究所 

所長 西崎文平

一般社団法人中

央調査社 会長

 大室真生 

生活状況に関する

調査（内閣府から

の委託） 

平成３０年

１１月１５

日 

片野一丁目及び片野

二丁目 

株式会社インテ

ージリサーチ 

代表取締役社長

 井上孝志 

医薬品及び医療機

器の費用対効果評

価における小児用

ＱＯＬ質問票のス

コアリングアルゴ

リズム作成とその

標準値測定のため

の調査（国立保健

医療科学院保健医

療経済評価研究セ

ンターからの委託

） 

平成３０年

１２月４日 

赤坂一丁目から赤坂

四丁目まで 

一般社団法人新

情報センター 

事務局長 平谷

伸次 

インターネット使

用と生活習慣に関

する実態調査（国

立病院機構久里浜

医療センターから

の委託） 

平成３０年

１２月１７

日及び平成

３１年２月

４日 

昭和町及び須賀町 

一般社団法人中

央調査社 会長

 大室真生 

就業と生活につい

て（学校法人慶應

義塾大学からの委

託） 

平成３１年

１月１７日 

及び３月７

日 

木町二丁目から木町

四丁目まで及び原町

二丁目 

一般社団法人中

央調査社 会長

 大室真生 

宝くじに関する世

論調査（一般財団

法人日本宝くじ協 

会からの委託） 

平成３１年

２月２７日 

黒住町、高坊一丁目

及び高坊二丁目 

一般社団法人中 ２０１９年６月全 平成３１年 金田二丁目 

12



央調査社 会長

 大室真生 

（共同申出者）

日本放送協会放

送文化研究所 

国放送サービス接

触動向調査 

３月７日  

世論調査部長 

吉田理恵 
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北九南公告第２９号 

 住民基本台帳法（昭和４２年法律第８１号）第１１条第３項の規定に基づき

、平成３０年度中における小倉南区の住民基本台帳の一部の写しの閲覧請求者

について、次のとおり公表する。 

  令和元年１２月１２日 

                    小倉南区長 中 本 成 美  

当該請求をした

国又は地方公共

団体の機関の名

称 

請求事由の概要 閲覧の年月

日 

閲覧に係る住民の

範囲 

防衛省 自衛官等募集に関す

る広報宣伝 

平成３０年

５月１５日

、５月１６

日及び５月

１８日 

区内全域 

北九州市 平成３０年国民健康

・栄養調査 

平成３０年

８月２８日

城野三丁目 
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北九南公告第３０号 

 住民基本台帳法（昭和４２年法律第８１号）第１１条の２第１２項の規定に

基づき、平成３０年度中における小倉南区の住民基本台帳の一部の写しの閲覧

申出者について、次のとおり公表する。 

  令和元年１２月１２日 

                    小倉南区長 中 本 成 美  

閲覧申出者 利用目的の概要 閲覧の年月

日 

閲覧に係る住民の範

囲 

一般社団法人中

央調査社 会長

大室真生 

（共同申出者）

日本放送協会放

送文化研究所 

世論調査部長 

吉田理恵 

２０１８年６月全

国放送サービス接

触動向調査 

平成３０年

５月９日 

徳吉西三丁目及び徳

吉南二丁目 

株式会社毎日新

聞社 代表取締

役社長 丸山昌

宏 

第７２回読書世論

調査 

平成３０年

５月１７日 

貫弥生が丘二丁目 

株式会社日本リ

サーチセンター

代表取締役社

長 鈴木稲博 

（共同申出者）

認可法人日本銀

行 情報サービ

ス局 局長 鶴

海誠一 

生活意識に関する

アンケート調査（

第７５回） 

平成３０年

５月２４日 

大字小森、大字志井

及び葛原本町六丁目

株式会社日本リ

サーチセンター

代表取締役社

長 鈴木稲博 

旅行・観光消費動

向調査（国土交通

省からの委託） 

平成３０年

５月２４日 

沼緑町五丁目及び沼

南町一丁目から沼南

町三丁目まで 

一般社団法人中 日本人の意識調査 平成３０年 高野二丁目及び高野
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央調査社 会長

 大室真生 

（共同申出者）

日本放送協会放

送文化研究所 

世論調査部長 

吉田理恵 

 ５月２９日 三丁目 

一般社団法人中

央調査社 会長

 大室真生 

国民生活に関する

郵送世論調査（内

閣府からの委託） 

平成３０年

５月３０日 

企救丘六丁目 

一般社団法人中

央調査社 会長

 大室真生 

生涯学習に関する

世論調査（内閣府

からの委託） 

平成３０年

６月１９日 

長尾五丁目 

一般社団法人中

央調査社 会長

 大室真生 

地域の暮らしに関

する意識調査（日

本放送協会からの

委託） 

平成３０年

８月２０日 

山手一丁目 

株式会社日本リ

サーチセンター

 代表取締役社

長 鈴木稲博 

（共同申出者）

認可法人日本銀

行 情報サービ

ス局 局長 中

川 忍 

生活意識に関する

アンケート調査（

第７６回） 

平成３０年

８月２３日 

上石田一丁目、上石

田二丁目及び若園四

丁目 

一般社団法人中

央調査社 会長

 大室真生 

（共同申出者）

日本放送協会放

送文化研究所 

世論調査部長 

吉田理恵 

生活意識に関する

国際比較調査 

平成３０年

９月５日 

南方一丁目 
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一般社団法人中

央調査社 会長

 大室真生 

外交に関する世論

調査（内閣府から

の委託） 

平成３０年

１０月３日 

葉山町二丁目及び葉

山町三丁目 

一般社団法人中

央調査社 会長

 大室真生 

老後の生活設計と

公的年金に関する

世論調査（内閣府

からの委託） 

平成３０年

１０月１７

日 

朽網東六丁目 

一般社団法人新

情報センター 

事務局長 平谷

伸次 

（共同申出者）

日本放送協会放

送文化研究所 

世論調査部長 

吉田理恵 

メディア接触と政

治についての調査 

平成３０年

１０月２３

日 

徳力一丁目 

一般社団法人新

情報センター 

事務局長 平谷

伸次 

平成３０年度青少

年のインターネッ

ト利用環境実態調

査（内閣府からの

委託） 

平成３０年

１０月２４

日 

若園一丁目から若園

三丁目まで 

株式会社インテ

ージリサーチ 

代表取締役社長

 井上孝志 

平成３１年度家庭

部門のＣＯ２排出

実態統計調査（環

境省からの委託） 

平成３０年

１１月６日 

湯川四丁目 

株式会社日本リ

サーチセンター

代表取締役社

長 鈴木稲博 

（共同申出者）

認可法人日本銀

行 情報サービ

ス局 局長 中

川 忍 

生活意識に関する

アンケート調査（

第７７回） 

平成３０年

１１月２８

日 

徳力四丁目及び徳力

五丁目 
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一般社団法人中

央調査社 会長

大室真生 

安全・安心な社会 

づくりのための基

礎調査（法務省か

らの委託） 

平成３０年 

１２月３日 

湯川一丁目及び湯川

三丁目 

一般社団法人中

央調査社 会長

 大室真生 

（共同申出者）

学校法人駒澤大

学 学長 長谷

部八朗 

文化と意識に関す

る全国調査 

平成３０年

１２月１１

日 

守恒本町一丁目 

一般社団法人中

央調査社 会長

 大室真生 

社会意識に関する

世論調査（内閣府

からの委託） 

平成３０年

１２月１９

日 

朽網西三丁目及び朽

網西五丁目 

株式会社日本リ

サーチセンター

 代表取締役社

長 鈴木稲博 

（共同申出者）

認可法人日本銀

行 情報サービ

ス局 局長 中

川 忍 

生活意識に関する

アンケート調査（

第７８回） 

平成３１年

２月１８日 

下曽根二丁目から下

曽根四丁目まで 

一般社団法人中

央調査社 会長

 大室真生 

宝くじに関する世

論調査（一般財団

法人日本宝くじ協 

会からの委託） 

平成３１年

２月２７日 

若園一丁目 
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北九若公告第２７号 

 住民基本台帳法（昭和４２年法律第８１号）第１１条第３項の規定に基づき

、平成３０年度中における若松区の住民基本台帳の一部の写しの閲覧請求者に

ついて、次のとおり公表する。 

  令和元年１２月１２日 

                     若松区長 古 賀 厚 志  

当該請求をした

国又は地方公共

団体の機関の名

称 

請求事由の概要 閲覧の年月

日 

閲覧に係る住民の

範囲 

防衛省 自衛官等募集に関す

る広報宣伝 

平成３０年

５月２１日

区内全域 
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北九若公告第２８号 

 住民基本台帳法（昭和４２年法律第８１号）第１１条の２第１２項の規定に

基づき、平成３０年度中における若松区の住民基本台帳の一部の写しの閲覧申

出者について、次のとおり公表する。 

  令和元年１２月１２日 

                     若松区長 古 賀 厚 志  

閲覧申出者 利用目的の概要 閲覧の年月

日 

閲覧に係る住民の範

囲 

株式会社日本リ

サーチセンター 

代表取締役社

長 鈴木稲博 

家計の金融行動に

関する世論調査（

金融広報中央委員

会からの委託） 

平成３０年

５月７日 

大字小竹及び畠田一

丁目 

株式会社日本リ

サーチセンター 

代表取締役社

長 鈴木稲博 

旅行・観光消費動

向調査（国土交通

省からの委託） 

平成３０年

５月２４日 

高須西一丁目及び高

須西二丁目 

一般社団法人中

央調査社 会長 

大室真生 

国民生活に関する

世論調査（内閣府

からの委託） 

平成３０年

５月３０日 

高須東一丁目及び高

須東二丁目 

一般社団法人中

央調査社 会長 

大室真生 

生涯学習に関する

世論調査（内閣府

からの委託） 

平成３０年

６月１９日 

今光一丁目 

一般社団法人中 

央調査社 会長 

 大室真生 

食と農林漁業に関

する世論調査（内

閣府からの委託） 

平成３０年 

８月２０日 

老松一丁目 

株式会社インテ

ージリサーチ 

代表取締役社長 

 井上孝志 

平成３１年度家庭

部門のＣＯ２排出

実態統計調査（環

境省からの委託） 

平成３０年

１１月６日 

棚田町 

株式会社日本リ

サーチセンター 

代表取締役社

長 鈴木稲博 

（共同申出者） 

生活意識に関する

アンケート調査（

第７７回） 

平成３０年

１１月２８

日 

片山一丁目から片山

三丁目まで及び上原

町 
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認可法人日本銀

行 情報サービ

ス局 局長 中

川 忍 

一般社団法人中

央調査社 会長 

大室真生 

平成３０年度土地

問題に関する国民

の意識調査（国土

交通省からの委託

） 

平成３０年

１２月１１

日 

今光二丁目 

一般社団法人中

央調査社 会長 

 大室真生 

社会意識に関する

世論調査（内閣府

からの委託） 

平成３０年

１２月１９

日 

童子丸二丁目及び西

天神町 

一般社団法人中

央調査社 会長 

 大室真生 

中高年者の生活実

態に関する全国調

査（国立大学法人

東京大学からの委

託） 

平成３１年

１月２８日 

東二島二丁目から東

二島五丁目まで 

一般社団法人中

央調査社 会長 

大室真生 

２０１９年度 生

活保障に関する調

査（公益財団法人

生命保険文化セン

ターからの委託） 

平成３１年

２月２０日 

二島三丁目、二島四

丁目及び二島六丁目
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北九東公告第３２号 

 住民基本台帳法（昭和４２年法律第８１号）第１１条第３項の規定に基づき

、平成３０年度中における八幡東区の住民基本台帳の一部の写しの閲覧請求者

について、次のとおり公表する。 

  令和元年１２月１２日 

                      八幡東区長 上 田 浩  

当該請求をした

国又は地方公共

団体の機関の名

称 

請求事由の概要 閲覧の年月

日 

閲覧に係る住民の

範囲 

防衛省 自衛官等募集に関す

る広報宣伝 

平成３０年

５月２１日

区内全域 

22



北九東公告第３３号 

 住民基本台帳法（昭和４２年法律第８１号）第１１条の２第１２項の規定に

基づき、平成３０年度中における八幡東区の住民基本台帳の一部の写しの閲覧

申出者について、次のとおり公表する。 

  令和元年１２月１２日 

                      八幡東区長 上 田 浩  

閲覧申出者 利用目的の概要 閲覧の年月

日 

閲覧に係る住民の範

囲 

株式会社日本リ

サーチセンター 

代表取締役社

長 鈴木稲博 

家計の金融行動に

関する世論調査（

金融広報中央委員

会からの委託） 

平成３０年

５月７日 

帆柱一丁目及び帆柱

二丁目 

株式会社日本リ

サーチセンター 

代表取締役社

長 鈴木稲博 

（共同申出者） 

日本放送協会放

送文化研究所 

世論調査部長 

吉田理恵 

６月全国個人視聴

率調査 

平成３０年

５月７日 

茶屋町 

一般社団法人中

央調査社 会長 

大室真生 

国民生活に関する

世論調査（内閣府

からの委託） 

平成３０年

５月３０日 

桃園一丁目、桃園二

丁目及び桃園四丁目

一般社団法人中

央調査社 会長 

大室真生 

「第８回日常生活 

に関するアンケー

ト」調査（株式会

社野村総合研究所

からの委託） 

平成３０年

７月５日 

衹園三丁目及び衹園

四丁目 

一般社団法人中

央調査社 会長 

 大室真生 

（共同申出者）

日本放送協会放 

２０１８年１０月

東京オリンピック

・パラリンピック

に関する世論調査 

平成３０年

８月２０日 

桃園一丁目 
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送文化研究所 

世論調査部長 

吉田理恵 

一般社団法人中

央調査社 会長 

大室真生 

平成３０年度食育

に関する意識調査

（農林水産省から

の委託） 

平成３０年

９月１１日 

西本町四丁目 

一般社団法人中

央調査社 会長 

大室真生 

ＮＰＯ法人に関す

る世論調査（内閣

府からの委託） 

平成３０年

１０月３日 

上本町一丁目 

株式会社日本リ

サーチセンター 

 代表取締役社

長 鈴木稲博 

（共同申出者） 

大学共同利用機

関法人情報・シ

ステム研究機構

統計数理研究所 

 所長 樋口知

之 

日本人の国民性 

第１４次全国調査 

平成３０年

１０月４日 

中央二丁目 

一般社団法人新

情報センター 

事務局長 平谷

伸次 

平成３０年度消費

者意識基本調査（

消費者庁からの委

託） 

平成３０年

１０月５日 

日の出二丁目 

一般社団法人中 

央調査社 会長 

大室真生 

安全・安心な社会 

づくりのための基

礎調査（法務省か

らの委託） 

平成３０年 

１２月３日 

荒手一丁目 

一般社団法人中

央調査社 会長 

 大室真生 

働き方とライフス

タイルの変化に関

する全国調査２０

１９（国立大学法

人東京大学からの 

平成３０年

１２月２０

日 

西本町三丁目及び前

田一丁目から前田三

丁目まで 
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 委託）   

一般社団法人中

央調査社 会長 

 大室真生 

就業と生活につい

て（学校法人慶應

義塾大学からの委

託） 

平成３１年

１月１７日 

及び３月７

日 

枝光一丁目から枝光

五丁目まで及び大蔵

三丁目 

一般社団法人中

央調査社 会長 

 大室真生 

平成３０年度「国

語に関する世論調

査」（文化庁から

の委託） 

平成３１年

１月２８日 

春の町四丁目及び春

の町五丁目 

一般社団法人新

情報センター 

事務局長 平谷

伸次 

「親子関係につい

ての人生振り返り

調査（３世代調査

）」（国立大学法

人東京大学からの

委託） 

平成３１年

２月２２日 

山王二丁目及び山王

三丁目 

一般社団法人中

央調査社 会長 

 大室真生 

宝くじに関する世

論調査（一般財団

法人日本宝くじ協 

会からの委託） 

平成３１年

２月２７日 

日の出三丁目 
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北九西公告第４５号 

 住民基本台帳法（昭和４２年法律第８１号）第１１条第３項の規定に基づき

、平成３０年度中における八幡西区の住民基本台帳の一部の写しの閲覧請求者

について、次のとおり公表する。 

  令和元年１２月１２日 

                    八幡西区長 柴 田 憲 志  

当該請求をした

国又は地方公共

団体の機関の名

称 

請求事由の概要 閲覧の年月

日 

閲覧に係る住民の

範囲 

防衛省 自衛官等募集に関す

る広報宣伝 

平成３０年

５月２２日

及び５月２

３日 

区内全域 
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北九西公告第４６号 

 住民基本台帳法（昭和４２年法律第８１号）第１１条の２第１２項の規定に

基づき、平成３０年度中における八幡西区の住民基本台帳の一部の写しの閲覧

申出者について、次のとおり公表する。 

  令和元年１２月１２日 

                    八幡西区長 柴 田 憲 志  

閲覧申出者 利用目的の概要 閲覧の年月

日 

閲覧に係る住民の範

囲 

株式会社日本リ

サーチセンター

 代表取締役社

長 鈴木稲博 

家計の金融行動に

関する世論調査（

金融広報中央委員

会からの委託） 

平成３０年

５月７日 

楠橋南一丁目及び馬

場山西 

一般社団法人中

央調査社 会長

大室真生 

（共同申出者）

日本放送協会放

送文化研究所 

世論調査部長 

吉田理恵 

２０１８年６月全

国放送サービス接

触動向調査 

平成３０年

５月９日 

陣山三丁目及び清納

二丁目 

株式会社日本リ

サーチセンター

 代表取締役社

長 鈴木稲博 

（共同申出者）

日本放送協会放

送文化研究所 

世論調査部長 

吉田理恵 

情報とメディア利

用に関する世論調

査２０１８ 

平成３０年

５月２４日 

市瀬一丁目 

株式会社日本リ

サーチセンター

代表取締役社

長 鈴木稲博 

（共同申出者）

生活意識に関する

アンケート調査（

第７５回） 

平成３０年

５月２４日 

星ケ丘一丁目及び星

ケ丘二丁目 
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認可法人日本銀

行 情報サービ

ス局 局長 鶴

海誠一 

株式会社日本リ

サーチセンター

代表取締役社

長 鈴木稲博 

旅行・観光消費動

向調査（国土交通

省からの委託） 

平成３０年

５月２４日 

丸尾町及び光貞台一

丁目から光貞台三丁

目まで 

一般社団法人中

央調査社 会長

 大室真生 

（共同申出者）

日本放送協会放

送文化研究所 

世論調査部長 

吉田理恵 

日本人の意識調査 平成３０年

５月２９日 

沖田三丁目及び下上

津役一丁目 

一般社団法人中

央調査社 会長

 大室真生 

テレビ視聴に関す

る調査（株式会社

野村総合研究所か

らの委託） 

平成３０年

５月２９日 

及び１１月

１５日 

大浦三丁目、萩原二

丁目及び萩原三丁目

一般社団法人新

情報センター 

事務局長 平谷

伸次 

（共同申出者）

内閣府 経済社

会総合研究所 

所長 西崎文平

消費動向調査 平成３０年

６月５日 

河桃町、清納一丁目

及び西川頭町 

一般社団法人中

央調査社 会長

 大室真生 

社会と生活に関す

る意識調査（日本

放送協会放送文化

研究所からの委託

） 

平成３０年

６月１９日 

楠木二丁目 

一般社団法人中 第１１回メディア 平成３０年 西王子町及び南王子

28



央調査社 会長

大室真生 

に関する全国世論

調査（公益財団法

人新聞通信調査会

からの委託） 

７月４日 町 

一般社団法人中

央調査社 会長

大室真生 

子供の性被害防止

対策に関する世論

調査（内閣府から

の委託） 

平成３０年

７月４日 

楠木一丁目及び楠木

二丁目 

一般社団法人中

央調査社 会長

 大室真生 

「第８回日常生活 

に関するアンケー

ト」調査（株式会

社野村総合研究所

からの委託） 

平成３０年

７月５日 

鉄竜一丁目及び鉄竜

二丁目 

一般社団法人中

央調査社 会長

 大室真生 

食と農林漁業に関

する世論調査（内

閣府からの委託） 

平成３０年

８月２０日 

本城東二丁目 

一般社団法人中

央調査社 会長

 大室真生 

再犯防止対策に関

する世論調査（内

閣府からの委託） 

平成３０年

９月５日 

吉祥寺町 

一般社団法人中

央調査社 会長

大室真生 

平成３０年度食育

に関する意識調査

（農林水産省から

の委託） 

平成３０年

９月１１日 

長崎町及び中須二丁

目 

一般社団法人中

央調査社 会長

 大室真生 

外交に関する世論

調査（内閣府から

の委託） 

平成３０年

１０月３日 

則松一丁目 

株式会社日本リ

サーチセンター

 代表取締役社

長 鈴木稲博 

（共同申出者）

日本放送協会放

送文化研究所 

世論調査部長 

１１月全国個人視

聴率調査 

平成３０年

１０月４日 

別所町 
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吉田理恵    

一般社団法人新

情報センター 

事務局長 平谷

伸次 

平成３０年度青少

年のインターネッ

ト利用環境実態調

査（内閣府からの

委託） 

平成３０年

１０月５日 

藤原二丁目から藤原

四丁目まで 

一般社団法人中

央調査社 会長

 大室真生 

（共同申出者）

日本放送協会放

送文化研究所 

世論調査部長 

吉田理恵 

メディア利用動向

調査 

平成３０年

１０月１５

日 

石坂一丁目及び石坂

三丁目 

一般社団法人中

央調査社 会長

 大室真生 

高齢化社会におけ

る製品安全に関す

る課題調査（経済

産業省からの委託

） 

平成３０年

１０月１５

日 

日吉台二丁目 

株式会社日本リ

サーチセンター

代表取締役社

長 鈴木稲博 

高齢者の住宅と生

活環境に関する調

査（内閣府からの

委託） 

平成３０年

１０月１６

日 

鉄竜一丁目及び鉄竜

二丁目 

株式会社ＲＪＣ

リサーチ 代表

取締役 佐野耕

太郎 

（共同申出者）

独立行政法人労

働政策研究・研

修機構 理事長

 樋口美雄 

子どものいる世帯

の生活状況および

保護者の就業に関

する調査２０１８

（第５回子育て世

帯全国調査） 

平成３０年

１０月１８ 

日 

松寿山一丁目から松

寿山三丁目まで及び

則松一丁目から則松

七丁目まで 

一般社団法人新

情報センター 

メディア接触と政 

治についての調査 

平成３０年 

１０月２３ 

陣原四丁目 
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事務局長 平谷

伸次 

（共同申出者）

日本放送協会放

送文化研究所 

世論調査部長 

吉田理恵 

 日  

株式会社インテ

ージリサーチ 

代表取締役社長

 井上孝志 

平成３１年度家庭

部門のＣＯ２排出

実態統計調査（環

境省からの委託） 

平成３０年

１１月６日 

上上津役五丁目 

株式会社ＲＪＣ

リサーチ 代表

取締役 佐野耕

太郎 

成年年齢の引下げ

に関する世論調査

（内閣府からの委

託） 

平成３０年 

１１月７日 

三ケ森二丁目から三

ケ森四丁目まで 

一般社団法人中

央調査社 会長

 大室真生 

第４回家族につい

ての全国調査（学

校法人上智大学か

らの委託） 

平成３０年

１２月３日 

鷹の巣一丁目及び鷹

の巣二丁目 

一般社団法人中

央調査社 会長

 大室真生 

安全・安心な社会 

づくりのための基

礎調査（法務省か

らの委託） 

平成３０年

１２月３日 

馬場山緑 

一般社団法人中

央調査社 会長

 大室真生 

健康情報について

の全国調査 予備

調査（国立研究開

発法人国立がん研

究センターからの

委託） 

平成３０年

１２月１１

日 

穴生四丁目 

一般社団法人新

情報センター 

事務局長 平谷

伸次 

インターネット使

用と生活習慣に関

する実態調査（国

立病院機構久里浜 

医療センターから 

平成３０年

１２月１７

日 

千代ケ崎三丁目 
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 の委託）   

一般社団法人新

情報センター 

事務局長 平谷

伸次 

生活意識に関する

世論調査（学校法

人同志社大学から

の委託） 

平成３１年

１月１８日 

春日台四丁目 

株式会社日本リ

サーチセンター

 代表取締役社

長 鈴木稲博 

（共同申出者）

認可法人日本銀

行 情報サービ

ス局 局長 中

川 忍 

生活意識に関する

アンケート調査（

第７８回） 

平成３１年

２月１８日 

岩崎一丁目から岩崎

四丁目まで 

一般社団法人中

央調査社 会長

 大室真生 

２０１９年度 生

活保障に関する調

査（公益財団法人

生命保険文化セン

ターからの委託） 

平成３１年

２月２０日 

幸神一丁目から幸神

四丁目まで 

一般社団法人中

央調査社 会長

 大室真生 

宝くじに関する世

論調査（一般財団

法人日本宝くじ協 

会からの委託） 

平成３１年

２月２７日 

東鳴水四丁目 

一般社団法人中

央調査社 会長

 大室真生 

（共同申出者）

日本放送協会放

送文化研究所 

世論調査部長 

吉田理恵 

２０１９年６月全

国放送サービス接

触動向調査 

平成３１年

３月７日 

松寿山三丁目 
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北九戸公告第２４号 

 住民基本台帳法（昭和４２年法律第８１号）第１１条第３項の規定に基づき

、平成３０年度中における戸畑区の住民基本台帳の一部の写しの閲覧請求者に

ついて、次のとおり公表する。 

  令和元年１２月１２日 

                       戸畑区長 濱 武 志  

当該請求をした

国又は地方公共

団体の機関の名

称 

請求事由の概要 閲覧の年月

日 

閲覧に係る住民の

範囲 

防衛省 自衛官等募集に関す

る広報宣伝 

平成３０年

５月１６日

区内全域 
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北九戸公告第２５号 

 住民基本台帳法（昭和４２年法律第８１号）第１１条の２第１２項の規定に

基づき、平成３０年度中における戸畑区の住民基本台帳の一部の写しの閲覧申

出者について、次のとおり公表する。 

  令和元年１２月１２日 

                       戸畑区長 濱 武 志  

閲覧申出者 利用目的の概要 閲覧の年月

日 

閲覧に係る住民の範

囲 

株式会社日本リ

サーチセンター 

代表取締役社

長 鈴木稲博 

（共同申出者） 

日本放送協会放

送文化研究所 

世論調査部長 

吉田理恵 

６月全国個人視聴

率調査 

平成３０年

５月７日 

観音寺町 

株式会社毎日新

聞社 代表取締

役社長 丸山昌

宏 

第７２回読書世論

調査 

平成３０年

５月１７日 

新池一丁目 

一般社団法人中

央調査社 会長 

大室真生 

子供の性被害防止

対策に関する世論

調査（内閣府から

の委託） 

平成３０年

７月４日 

沢見一丁目 

一般社団法人中

央調査社 会長 

大室真生 

「第８回日常生活 

に関するアンケー

ト」調査（株式会

社野村総合研究所

からの委託） 

平成３０年

７月５日 

境川一丁目及び境川

二丁目 

一般社団法人中 

央調査社 会長 

 大室真生 

文化と国際化につ

いての調査（学校

法人大阪商業大学

からの委託） 

平成３０年 

１０月１５

日 

中原西二丁目 
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一般社団法人中

央調査社 会長 

 大室真生 

第４回家族につい

ての全国調査（学

校法人上智大学か

らの委託） 

平成３０年

１２月３日 

西鞘ケ谷町及び東鞘

ケ谷町 

一般社団法人新

情報センター 

事務局長 平谷

伸次 

「親子関係につい

ての人生振り返り

調査（３世代調査

）」（国立大学法

人東京大学からの

委託） 

平成３１年

２月２２日 

天神一丁目 

一般社団法人中

央調査社 会長 

大室真生 

宝くじに関する世

論調査（一般財団

法人日本宝くじ協 

会からの委託） 

平成３１年

２月２７日 

東大谷二丁目及び東

大谷三丁目 
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正誤表 

年 号 頁 訂正箇所 正 誤 

令和元年 ４５４０ ９ 上から１４行

目 

令和元年

福岡県条

例第２１

号 

令和 年

福岡県条

例第  

号 
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